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� 「第５号工事」の欄には、当該工事が施行令第29条の２第３項第５号に規定する修繕又
は模様替であって当該欄に掲げる基準のいずれに適合するかに応じ相当する番号を〇で囲
むものとする。

] 「工事の種別及び内容」の「工事の内容」の欄には、当該工事が施行令第29条の２第３項
第１号に規定する増築、改築、大規模の修繕若しくは大規模の模様替、同項第２号に規定す
る修繕若しくは模様替、同項第３号に規定する修繕若しくは模様替、同項第４号に規定する
修繕若しくは模様替若しくは同項第５号に規定する修繕若しくは模様替に該当することを明
らかにする工事の具体的内容を記載するものとする。

５ ｛ ｝の中には、Ë又はôのいずれに該当するかに応じ相当する記号を〇で囲むものとする。

８ 「指定確認検査機関が証明を行った場合の調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者」
の欄には、当該家屋が施行令第29条の２第３項第１号に規定する増築、改築、大規模の修繕若
しくは大規模の模様替、同項第２号に規定する修繕若しくは模様替、同項第３号に規定する修
繕若しくは模様替、同項第４号に規定する修繕若しくは模様替若しくは同項第５号に規定する
修繕若しくは模様替であることにつき調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者につい
て、次により記載すること。
\ 「氏名」及び「住所」の欄には、建築士である場合には建築士法第５条の２の規定により
届出を行った氏名及び住所を、建築基準適合判定資格者である場合には建築基準法第77条の
58又は第77条の60の規定により登録を受けた氏名及び住所を記載するものとする。

] 「建築士の場合」の「一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別」の欄には、調査を行っ
た建築士の免許の別に応じ、「一級建築士」、「二級建築士」又は「木造建築士」と記載するも
のとする。なお、一級建築士、二級建築士又は木造建築士が調査することのできる家屋は、
それぞれ建築士法第３条から第３条の３までに規定する建築物に該当するものとする。

^ 「建築士の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた都道府県名（二級建築士又は木造建
築士の場合）」の欄には、建築士法第５条の２の規定により届出を行った登録番号及び当該建
築士が二級建築士又は木造建築士である場合には、同法第５条第１項の規定により登録を受
けた都道府県名を記載するものとする。

_ 「建築基準適合判定資格者の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた地方整備局等名」
の欄には、建築基準法第77条の58又は第77条の60の規定により登録を受けた登録番号及び地
方整備局等の名称を記載するものとする。

９ 「登録住宅性能評価機関が証明を行った場合の調査を行った建築士又は建築基準適合判定資
格者検定合格者」の欄には、当該家屋が施行令第29条の２第３項第１号に規定する増築、改築、
大規模の修繕若しくは大規模の模様替、同項第２号に規定する修繕若しくは模様替、同項第３
号に規定する修繕若しくは模様替、同項第４号に規定する修繕若しくは模様替若しくは同項第
５号に規定する修繕若しくは模様替であることにつき調査を行った建築士又は建築基準適合判
定資格者検定合格者について、次により記載すること。
\ 「氏名」及び「住所」の欄には、建築士である場合には建築士法第５条の２の規定により
届出を行った氏名及び住所を、建築基準適合判定資格者検定合格者である場合には、建築基
準法施行令第６条の規定により通知を受けた氏名及び住所を記載するものとする。

] 「建築士の場合」の「一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別」の欄には、調査を行っ
た建築士の免許の別に応じ、「一級建築士」、「二級建築士」又は「木造建築士」と記載するも
のとする。なお、一級建築士、二級建築士又は木造建築士が調査することのできる家屋は、
それぞれ建築士法第３条から第３条の３までに規定する建築物に該当するものとする。

^ 「建築士の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた都道府県名（二級建築士又は木造建
築士の場合）」の欄には、建築士法第５条の２の規定により届出を行った登録番号及び当該建
築士が二級建築士又は木造建築士である場合には、同法第５条第１項の規定により登録を受
けた都道府県名を記載するものとする。

６ 「証明を行った建築士、指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保
険法人」の欄には、当該工事が施行令第29条の２第３項第１号に規定する増築、改築、大規模
の修繕若しくは大規模の模様替、同項第２号に規定する修繕若しくは模様替、同項第３号に規
定する修繕若しくは模様替、同項第４号に規定する修繕若しくは模様替若しくは同項第５号に
規定する修繕若しくは模様替であることにつき証明を行った建築士、指定確認検査機関、登録
住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人について、次により記載すること。
\ 「氏名又は名称」及び「住所」の欄には、建築士が証明した場合には建築士法第５条の２
の規定により届出を行った氏名又は名称及び住所を、指定確認検査機関が証明した場合には
建築基準法第77条の18第１項の規定により指定を受けた名称及び住所（指定を受けて後に同
法第77条の21第２項の規定により変更の届出を行った場合は、当該変更の届出を行った名称
及び住所）を、登録住宅性能評価機関が証明した場合には住宅の品質確保の促進等に関する
法律第７条第１項の規定により指定を受けた名称及び住所（指定を受けて後に同法第10条第
２項の規定により変更の届出を行った場合は、当該変更の届出を行った名称及び住所）を、
住宅瑕疵担保責任保険法人が証明した場合には特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関す
る法律第17条第１項の規定により指定を受けた名称及び住所（指定を受けて後に同法第18条
第２項の規定により変更の届出を行った場合は、当該変更の届出を行った名称及び住所）を
記載するものとする。

] 「一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別」の欄には、証明を行った建築士の免許の
別に応じ、「一級建築士」、「二級建築士」又は「木造建築士」と記載するものとする。なお、
一級建築士、二級建築士又は木造建築士が証明することのできる家屋は、それぞれ建築士法
第３条から第３条の３までに規定する建築物に該当するものとする。

^ 「登録番号」の欄には、証明を行った建築士について建築士法第５条の２の規定による届
出に係る登録番号を記載するものとする。

_ 「登録を受けた都道府県名（二級建築士又は木造建築士の場合）」の欄には、証明を行った
建築士が二級建築士又は木造建築士である場合には、建築士法第５条第１項の規定により登
録を受けた都道府県名を記載するものとする。

` 「指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人の場合」の「指
定・登録年月日」、「指定・登録番号（指定確認検査機関又は登録住宅性能評価機関の場合）」
及び「指定をした者（指定確認検査機関の場合）」の欄には、指定確認検査機関が証明した場
合には建築基準法第77条の18第１項の規定により指定を受けた年月日及び指定番号並びに指
定をした者を、登録住宅性能評価機関が証明した場合には住宅の品質確保の促進等に関する
法律第７条第１項の規定により登録を受けた年月日及び指定番号を、住宅瑕疵担保責任保険
法人が証明した場合には特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律第17第１項の規
定により指定を受けた年月日を記載するものとする。

７ 「建築士が証明を行った場合の当該建築士の属する建築士事務所」の「名称」、「所在地」、「一
級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所の別」及び「登録年月日及び登録番
号」の欄には、建築士法第23条の３第１項に規定する登録簿に記載された建築士事務所の名称
及び所在地、一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所の別並びに登録年月
日及び登録番号を記載すること。
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